








（参考）政令改正の内容（LPS関係）（抜粋）
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●年金積立金管理運用独立行政法人法施行令（抄）（平成１６年政令第３６６号）
（運用の対象となる有価証券）

第十条 法第二十一条第一項第一号の政令で定める有価証券は、次のとおりとする。
一・二（略）
三 金融商品取引法第二条第二項第五号に掲げる権利（投資事業有限責任組合契約に関する法律（平成十年法律第九十号）第三
条第一項に規定する投資事業有限責任組合契約（当該投資事業有限責任組合契約において営むことを約する事業においてその銘
柄を特定しているものを除く。）に基づく権利（同法第二条第二項に規定する有限責任組合員として有するものに限る。）以下この号
において同じ。）及び金融商品取引法第二条第二項第六号に掲げる権利（同項第五号に掲げる権利に類するものに限る。）であって、
同項の規定により有価証券とみなされるもの
イ 投資事業有限責任組合契約に関する法律第三条第一項第一号に規定する株式会社の設立に際して発行する株式及び企業組
合の設立に際しての持分

ロ 投資事業有限責任組合契約に関する法律第三条第一項第二号に規定する株式会社の発行する株式及び新株予約権並びに
企業組合の持分

ハ 投資事業有限責任組合契約に関する法律第三条第一項第三号に規定する指定有価証券（次に掲げるものに限る。）
(1) 金融商品取引法第二条第一項第六号に掲げる出資証券
(2) 金融商品取引法第二条第一項第七号に掲げる優先出資証券
(3) 金融商品取引法第二条第一項第八号に掲げる優先出資証券及び新優先出資引受権を表示する証券
(4) 金融商品取引法第二条第一項第九号及び(1)から(3)までに掲げる有価証券並びに(5)に掲げる権利に係る同項第十九号に規

定するオプションを表示する証券及び証書
(5) (1)から(3)までに掲げる有価証券に表示されるべき権利であって、金融商品取引法第二条第二項の規定により有価証券とみ

なされるもの
二 投資事業有限責任組合契約に関する法律第三条第一項第十一号に規定する外国法人の発行する株式、新株予約権及び指

定有価証券（ハ(1)から(5)までに掲げるものに限る。）並びに外国法人の持分並びにこれらに類似するもの
２（略）




